
このコースは、生産性を向上させ、労働時間の削減や医師の働き方改革の推進等に向けた環境
整備に取り組む、医業に従事する医師を雇用する中小企業事業主の皆さまを支援します。
ぜひご活用ください。

令和７年度「働き方改革推進支援助成金｣
業種別課題対応コース（病院等）のご案内

【課題別にみる助成金の活用事例】

生産性の向上を図ることで、働きやすい職場づくりが可能に!!

内視鏡自動洗浄機を導入

内視鏡の洗浄作業を効率化し、
労働時間を削減したい！

新人でも１人で作業が可能に
なったことや、洗浄に要する
時間が削減されたことにより、
労働時間が削減された。

X線検査に関する業務を効率化し、
労働時間を削減したい！

デジタル画像診断システムを導入

検査の準備や、フィルムの運
搬・保管に要する時間が削減
れたことにより、労働時間が
削減された。

企業の
課題

助成金
による
取組

改善の
結果



① 労務管理担当者に対する研修(※２)
② 労働者に対する研修(※２)、周知・啓発
③ 外部専門家によるコンサルティング
④ 就業規則・労使協定等の作成・変更
⑤ 人材確保に向けた取組
⑥ 労務管理用ソフトウェア、労務管理用 機器、デジタル式運行記録計の導入・ 更新（※３）
⑦ 労働能率の増進に資する設備・機器等の導入・ 更新(※３)

(※2）研修には、勤務間インターバル制度に関するもの及び業務研修も含みます。
(※3）長時間労働恒常化要件に該当する場合は、パソコン、タブレット、スマートフォンの購入費用等が対象となります。詳しく
は申請マニュアル等をご確認ください。

以下の「成果目標」から１つ以上を選択の上、目標達成を目指して「助成対象となる取組」を
実施してください（※４）。

① 月60時間を超える36協定の時間外・休日労働時間数の縮減
② 年次有給休暇の計画的付与制度の新規導入
③ 時間単位の年次有給休暇制度と、交付要綱で規定

する特別休暇を１つ以上新規導入
④ ９時間以上の勤務間インターバルを導入
⑤ 「医師の働き方改革の推進」の実施（※５）

（※４）上記①から⑤の成果目標に加えて、指定する労働者の時間当たりの賃金額を３％
以上５％以上または７％以上引き上げることを成果目標に加えることができます。

（※５）以下アとイを全て実施する必要があります。
なお、 実施事項の詳細は申請マニュアルをご覧ください。

ア（ア）労務管理責任者の設置と、責任の所在とその役割の明確化
（イ）医師の副業・兼業先との労働時間の通算や医師の休息時間確保、長時間労働の

医師に対する面接指導の実施に係る協力 体制の整備（副業・兼業を行う医師が
いる場合）

（ウ）研修等によって労働時間管理の理解を深める取組の実施
イ 医師の労働時間の実態把握を行うこと。

以下のいずれにも該当する事業主が対象です。
なお、選択する成果目標に応じて、下記１～３以外にも要件が設定されています。
詳しくは「働き方改革推進支援助成金（業種別課題対応コース）申請マニュアル」をご参照

ください。
１．労働者災害補償保険の適用を受ける医業に従事する医師が勤務する病院、診療所、

介護老人保健施設又は介護医療院を営む中小企業事業主(※1)であること。

(※1)中小企業事業主の範囲（以下のいずれかの要件を満たす企業）
・資本または出資持分が5,000万円以下
・常時使用する労働者が300人以下

2．年５日の年次有給休暇の取得に向けて就業規則等を整備していること。
3．交付申請時点で、36協定を締結していること。

など

業種別課題対応コース（病院等）の助成内容

【1.対象事業主】

【3.成果目標】

【2.助成対象となる取組 ～いずれか１つ以上を実施～】



「成果目標」の達成状況に応じて、「助成対象となる取組」の実施に要した経費の一部
を助成します。

１． 成果目標①の上限額（※７）

２．成果目標②の上限額：25万円

３．成果目標③の上限額：25万円

４．成果目標④の上限額
勤務間インターバルを新規導入した場合の上限額は休息時間数に応じて、下記の表のとおりとなります。

１企業当たりの上限
額（※９）休息時間数（※８）

120万円９時間以上10時間未満
（※10）

150万円10時間以上11時間未満
170万円11時間以上

業種別課題対応コース（病院等）の助成内容
【4.助成上限額と助成額】

事業実施前の設定時間数

事業実施後に設定する時間外労働
と休日労働の合計時間数

現に有効な36協定において、時間
外労働と休日労働の合計時間数を
月60時間を超えて設定している事
業場

現に有効な36協定において、時間
外労働と休日労働の合計時間数を
月80時間を超えて設定している事
業場

200万円250万円時間外労働と休日労働の合計時間
数を月60時間以下に設定

―150万円
時間外労働と休日労働の合計時間
数を月60時間を超え、月80時間
以下に設定

(※８） 事業実施計画で指定した事業場に導入する勤務間イン
ターバルの 休息時間数のうち、最も短いものを指します。
(※９）勤務間インターバルを適用する労働者の範囲の拡大、勤
務間インターバルの時間延長の場合は、上記の表の1/2が上限額
となります。
(※10） B水準、連携B水準、C-1水準、C-2水準の医師につい
ては、10時 間以上の休息時間数とする必要があります。

選択した左記「成果目標」に設定された、下記１から５までの助成上限額に、下記６の上限額へ
の加算額を合計した金額上限額

上限額又は対象経費の合計額に補助率３／４(※６)を乗じた額のいずれか低い金額を助成します。助成額

(※６) 常時使用する労働者数が30人以下かつ、支給対象の取組で⑥から⑦を実施する場合で、その所要額が
30万円を超える場合は、補助率 ４／５。

（※11）常時使用する労働者数が30人以下
の場合は、達成した成果目標 の助成上限額
に、上記の表の２倍の上限額が加算されます。
（※12）賃上げ額そのものを助成するもので
はありません。

11人～30人７～10人４～６人１～３人引上げ人数
１人当たり２万円
（上限60万円）20万円12万円６万円３％以上

引上げ
１人当たり８万円
（上限240万円）80万円48万円24万円５％以上

引上げ
１人当たり12万円
（上限360万円）120万円72万円36万円７％以上

引上げ

(※７）成果目標①を令和６年度に選択して支給を受けた事業主の場合、 さらに下の区分に設定時間数を縮減した場合の上限額は
100万円。 （更なる削減を目標とした上で、設定時間数を同一区分内に維持等 した場合の助成上限額は一律25万円）

５．成果目標⑤の上限額：50万円

６．成果目標「賃金の引上げ」の上限額の加算
常時使用する労働者数が30人を超える場合は、達成した成果目標の助成上限額に、下記の表の上限額が加算
されます（※５、11、12）。



【5.ご利用の流れ】

①「交付申請書」を、宮崎労働局雇用環境・均等室に提出
（締切：令和7年11月28日（金）まで）※郵送の場合は必着

②交付決定後、提出した計画に沿って取組を実施
（事業実施は、令和８年１月30日（金）まで）

【留意点】
※交付決定前に、設備・機器等の発注を行った場合は、支給対象となりません。

（注意）本助成金は国の予算額に制約されるため、11月28日以前に、予告なく
受付を締め切る場合があります。

(2025.４)

【問い合わせ先、申請先】
宮崎労働局雇用環境・均等室（TEL0985⁻38－8821）
〒880－0805

宮崎市橘通東3丁目1番22号宮崎合同庁舎4階

申請書の記載例を掲載している
「申請マニュアル」や「申請様
式」は、こちらからダウンロー
ドできます。

電子申請システムによる申請も
可能です。詳しくはこちら
（https://www.jgrants-
portal.go.jp/）

③宮崎労働局雇用環境・均等室に支給申請
（申請期限は、事業実施予定期間が終了した日から起算して30日後の日、ま
たは令和８年２月６日（金）のいずれか早い日 ）※郵送の場合は必着
【留意点】

※支給申請時に、成果目標を達成していない場合や賃金加算に係る賃金規定が
未整備の場合は、助成金の支給対象となりません。

業種別課題対応コース（病院等）の助成内容



● カスタマーハラスメントや、求職者等に対するセクシュアルハラス
メントを防止するために、雇用管理上必要な措置を講じることが事業
主の義務となります！

宮崎労働局 雇用環境・均等室

事業主の皆さまへ（全企業が対象です）

ハラスメント対策・女性活躍推進
に関する改正ポイントのご案内

（施行日：公布後１年６か月以内の政令で定める日）

Ⅰ：ハラスメント対策強化に向けた改正ポイント

事例動画など役立つコンテンツを掲載

①顧客、取引先、施設利用者その他の利害関係者が行う、
②社会通念上許容される範囲を超えた言動により、③労働者の就業環境を害すること。

● カスタマーハラスメントとは、以下の３つの要素をすべて満たすものです。

カスタマーハラスメント対策の義務化

※ 自社の労働者が取引先等の他社の労働者に対してカスタマーハラスメントを行った場合、その取引先等の事業主が講じる事
実確認等の措置の実施に関して必要な協力が求められた際は、事業主はこれに応じるよう努めるものとされています。

※ カスタマーハラスメント対策を講ずる際には、当然ながら、消費者の権利等を阻害しないものでなければならず、また、障
害者差別解消法の合理的配慮の提供義務を遵守する必要があります。

公布日：令和７年６月11日



● カスタマーハラスメントや、求職者等に対するセクシュアルハラス
メントを防止するために、雇用管理上必要な措置を講じることが事業
主の義務となります！

宮崎労働局 雇用環境・均等室

事業主の皆さまへ（全企業が対象です）

ハラスメント対策・女性活躍推進
に関する改正ポイントのご案内

（施行日：公布後１年６か月以内の政令で定める日）

Ⅰ：ハラスメント対策強化に向けた改正ポイント

求職者等に対するセクハラ対策の義務化

事例動画など役立つコンテンツを掲載

● 求職者等（就職活動中の学生やインターンシップ生等）に対しても、セクシュアルハラスメ
ントを防止するための必要な措置を講じることが事業主の義務となります。

・事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発（例：面談等を行う際のルールをあらかじめ定めておくこと等）
・相談体制の整備・周知
・発生後の迅速かつ適切な対応（例：相談への対応、被害者への謝罪等）

いわゆる「就活セクハラ」

公布日：令和７年６月11日

これらのハラスメントに関する国、事業主、労働者、顧客等（カスタマーハラスメントの
み）の責務も明確化します。

※ カスタマーハラスメントや求職者等に対するセクシュアルハラスメントは行ってはならないものであり、
事業主・労働者・顧客等の責務として、他の労働者に対する言動に注意を払うよう努めるものとされています。



宮崎労働局 雇用環境・均等室

事業主の皆さまへ（全企業が対象です）

ハラスメント対策・女性活躍推進
に関する改正ポイントのご案内

事例動画など役立つコンテンツを掲載

公布日：令和７年６月11日

● 令和８年（2026年）３月31日までとなっていた法律の有効期限が、
令和18年（2036年）３月31日までに延長されました。

● 従業員数101人以上の企業は、「男女間賃金差異」及び「女性管理
職比率」の情報公表が義務となります。

● プラチナえるぼし認定の要件が追加されます。

Ⅱ：女性活躍の更なる推進に向けた改正ポイント

● プラチナえるぼし認定の要件に、事業主が講じている求職者等に対するセクシュアルハラ
スメント防止に係る措置の内容を公表していることを追加します。

※ 従業員数301人以上の企業は、①「職業生活に関する機会の提供に関する実績」から１項目以上、②「職業生活と家庭生活との両立に資する雇
用環境の整備の実績」から１項目以上の、計２項目以上を公表することと、従業員数101人以上の企業は、①及び②の全体から１項目以上を公
表することとされています。














